官民境界確定協議について
官民境界確定までの流れ
　1協議書提出　→　2立会い　→　3確定書の提出　→　確定書発行
1官民境界確定に必要な書類
　①官民境界確定協議書　様式１
　②位置図（５万分の１地図）又は案内図（ゼンリンの地図で可）、協議地を赤色で着色すること。※申請地が明確に判断できるもの。

　③字図　
　　法務局備え付けの公図の写しで、協議地の道路・里道・水路を着色し、転写年月日・転写者の職・記名・押印があるもの。

　④立会者、隣接、対向地、利害関係地閲覧表　様式３
　　※確認書類として、土地登記事項要約書、オンライン取得による登記事項証明書等を添付すること。（コピー可）

　⑤申請地登記事項証明書

　　移転登記が完了していない場合、売買契約書、戸籍謄本等所有権を証明できるものを添付すること。

　⑥その他参考資料　地積測量図等があれば添付する。
2立会いの日程調整
　毎週火曜、木曜の週二回（10：00～、14：00～）　維持管理係に問い合わせを行う。
　※原則、利害関係者が揃っていない場合は、境界確定は行わない。

　※当日出席できない場合は、委任状を提出すること。
○立会いの日時が決定したら
協議者、利害関係者（閲覧表記載者）、区長、水利権者等に連絡し、立会いに支障がないように現地の整備を行う。（草刈り等）
3立会い後必要な提出書類
　立会い終了後、1週間以内に確定書・添付書類を２部提出すること。
　①境界確定書　様式２
　　協議地名地番・所有者の住所、氏名記入のうえ押印のこと。
　②立会い記録写真

　③実測平面図（縮尺５００分の１以上）

　　境界線は決定後赤色で着色すること。

　④実測断面図（縮尺１００分の１以上）

　　境界線は決定後赤色で着色すること。

　⑤同意書　様式４
　立会者、隣接、対向地、利害関係者の記名・押印があるもの。

※なお、用途廃止に関する立会いのときは、立会い証明に関係者の記名押印を添付すること。
